




























































































































































































































































































「災害時の個人情報の取扱い ― 災害対策基本法平成25年改正を中心に ― 」
矢吹龍直郎氏（瀬戸内市総務部総務課）
「避難行動要支援者名簿に関する検討状況について」
武藤康也氏（瀬戸内市危機管理部危機管理課）
「災害時における避難行動要支援者の支援に関する取り組み状況～瀬戸内市の現状～」
岡村　巧氏（備前市市長室危機管理課）
「災害時における避難行動要支援者の支援に関する取り組み状況～備前市の現状～」
「臨床法務研究」第18号
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　中村講演においては、災害時に自力で避難できない人（災害時要援護者）をあらかじめ平時にお
いてリストアップすることが避難を支援する自主防災組織や町内会にとって有益であるが、そのリ
ストに含まれる情報の秘匿性はかなり高く、漏洩などがあってはならないという事情のもと自治体
はどのような対応をとるべきかにかかる問題を検討するにあたり、災害対策基本法が2013年に改正
される前の状況と国の避難支援ガイドラインおよび災害対策基本法の2013年改正の概要を紹介し、
同法改正後の現状における課題として、リストアップにかかる同意書を返送しない者に対し、民生
委員による催促が行え得ない問題と、同意書の返送がない者について、同意しない旨の回答がない
場合に同意したとみなす（オプトアウト）対応にかかる問題点が指摘された。なお、本講演は、臨
床法務研究第17号39頁以下に掲載されている。
　矢吹講演においては、瀬戸内市における個人情報保護担当者の立場から、避難行動要支援者名簿
を（平時に行われる）避難訓練に用いることはできないかという問題意識に基づき、平時における
要支援者情報の提供可能性について、作成する名簿とその問題点について検討が行われた。なお、
本講演は、臨床法務研究第17号79頁以下に掲載されている。
　武藤講演においては、瀬戸内市における危機管理担当者の立場から、同市における避難行動要支
援者対策の導入経緯や要配慮者（災害時要援護者）支援の仕組み、避難行動要支援者名簿情報の提
供に関する現状、避難支援等関係者への事前の名簿情報の提供に関する同市の考え方などが紹介さ
れた。なお、本講演は、臨床法務研究第17号61頁以下に掲載されている。
　岡村講演においては、備前市における避難行動要支援者登録制度の概要、避難行動要支援者登録
申請（同意）書の書式などの紹介がなされた。なお、本講演は、臨床法務研究第17号73頁以下に掲
載されている。
第12回　地方教育行政とその諸問題
日　時：平成27年12月12日（土）13：00～16：00
場　所：岡山大学文化科学系総合研究棟共同研究室
報告者：曽田佳代子氏（岡山市教育委員　元教育委員長）
「地方教育行政とその諸問題＝教育委員会制度変わる＝」
財津唯行氏（弁護士）
「児童相談所行政と法律的諸問題」
　曽田講演では、現在の教育事情として、いじめ、不登校、児童虐待など子どもを取り巻く多様な
課題を指摘したうえで、教育の目標である学力観が、知識の習得に加え、「自ら学び、考え、判断行
動し、よりよく問題を解決する資質や能力」へと変化したことに対応した意識改革が教育現場で求
められていることを指摘する。そして、そのための制度面での改革として、教育委員会制度改革な
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ど近年の教育法制の改革の内容を紹介したうえで、平成25年に中央教育審議会が示した「今後の地
方教育行政の在り方について」に基づき、これからの方向性が示された。なお、本講演は、臨床法
務研究第17号85頁以下に掲載されている。
　財津講演では、岡山市の児童相談所の顧問弁護士の立場から、児童相談所が持つ法律的権限のう
ち、児童福祉法27条及び28条に基づく措置、同法33条に基づく一時保護などについて、実例に基づ
き具体的な執行プロセスが解説・紹介された。また、一時保護中ないし施設に措置中の法律関係に
かかる親権との調整条項である児童福祉法47条及び33条の２などの規定の意義が紹介され、①一時
保護処分の取消訴訟例、②裁判所の承認に基づく施設入所措置に対する取消訴訟、③施設における
子どもの脱走事故にかかる国賠訴訟などの裁判例の紹介がなされた。
第13回　自治体における税務行政の諸問題
日　時：平成28年２月27日（土）13：00～16：00
場　所：岡山大学文化科学系総合研究棟共同研究室
報告者：髙原成明氏（津山市財政部課税課主任）
「固定資産税における課税保留措置の適法性について」
田近　肇氏（岡山大学大学院法務研究科教授・憲法）
「ペット供養をめぐる税務問題」
　髙原講演では、自治体の税務担当者の立場から、行政実務において用いられている「課税保留」
処理の適法性が検討された。同講演では、まず、固定資産税を例に、法令上の原則的な処理を行う
ことが、ケースによっては、相続財産管理人及び精算人選任手続の予納金コスト、財産の換価困難
性およびその他の債務者の存在などの理由から実務上困難となる場合があり、その場合の受け皿と
して「課税留保」という取り扱いが実務上必要になることが紹介された。そして、そのうえで、課
税留保を現行法上どのように正当に位置づけるかについて幾つかの試論が提示された。なお、本講
演は、臨床法務研究第17号97頁以下に掲載されている。
　田近講演では、宗教法人に対する税制上の優遇制度を前提に、ペット供養に対する課税を巡る３
つの裁判例を分析した上で、憲法学および税法学における宗教法人に対する税制上の優遇措置の根
拠にかかる議論を踏まえ、ペット供養が課税対象となる収益事業とされるそもそもの原因は、宗教
法人の法人税法上の取扱いを、業務・事業の宗教的性格とは無関係に、一般的な公益法人税制の枠
組みで説明してきたことにあり、そうした前提をそのままに、にわかにペット供養の宗教性を強調
しても、ペット供養に対する非課税にかかる議論は受け入れられないだろうとする。
「臨床法務研究」第18号
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第14回　行政契約にかかる諸問題
日　時：平成28年５月28日（土）13：00～16：00
場　所：岡山大学文化科学系総合研究棟共同研究室
報告者：東原良樹氏（神戸大学大学院法学研究科博士後期課程）
「競争入札制度における経済性原則と付帯的政策の関係性～水戸地判平成26年７月10日
（判時2249号24頁）を素材として～」
南川和宣氏（岡山大学大学院法務研究科教授）
「規制的行政契約の限界と利用可能性～福津市最終処分場事件（最判平成21年７月10日）
を手がかりに～」
　東原講演では、入札の参加資格に災害協定締結要件や本店所在地要件を用いることが場合によっ
ては違法となる旨を判示した水戸地裁平成26年７月10日判決を素材に、公共事業の入札プロセスに
おいて地域経済活性化や地元業者の育成の観点を配慮することがどの程度まで許されるのかについ
て、関連する裁判例の検討分析を踏まえた考察がなされた。
　南川講演では、公害防止協定などの規制的行政契約の分野にかかる最近のトピックとして、規制
的行政契約に法的拘束力および司法的強制の利用可能性を認め、個別行政法令との抵触問題や内容
にかかる限界についても緩やかに解する判断を示した最高裁平成21年７月10日判決を紹介し、この
最高裁の判断枠組みのもとでは、自治体行政現場においても規制的行政契約のツールとしての重要
性が高まり、その活用の場面は今後さらに増えるのではないかとの見通しが示された。
第15回　行政調査にかかる諸問題～立入調査を中心に～
日　時：平成28年９月24日（土）13：00～16：00
場　所：岡山大学文法経２号館法学部会議室
報告者：南川和宣氏（岡山大学大学院法務研究科教授）
「行政調査論の現状」
横田健二氏（岡山県職員）
「廃棄物処理法に基づく行政検査の現状と課題」
野一色直人氏（立命館大学教授）
「税法上の調査権限の概要と課題」
　南川講演においては、行政調査をめぐっては、立入調査においてどの程度の実力行使までが許さ
れるのか、相手方私人が調査に協力しなかったり、妨害したりした場合にどのような対応がとれる
のか、警察・検察当局との連携のありかた如何等について、学説や判例において必ずしも十分に解
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明されていない問題がいくつか存在しているとの問題提起がなされた。
　横田講演においては、岡山県で廃棄物処理行政を担当している立場から、廃棄物処理法に関する
行政調査の現状について、岡山県の検査体制や立入検査の状況、検査方針や国による技術的助言の
内容、検査で違反が見つかった場合の違反事項への対応策などについて具体的に紹介がなされた。
　野一色講演では、税法上の行政調査権限を素材として、行政調査にかかる法的問題について理論
と実務の両面から検討がなされた。とりわけ、国税通則法に基づく質問検査権に関する裁量の範囲
とその統制や、税法の分野において蓄積された違法な調査に関する裁判例および関連する法的問題
が詳しく紹介された。
第16回　地域公共交通
日　時：平成28年11月13日（日）15：00～17：30
場　所：岡山大学文化系総合研究棟共同研究室
報告者：土井　勉氏（大阪大学コミュニケーションデザイン・センター特任教授）
「総交通量減少時代における生活と交通を支える仕組みを考える～人々の心に火を灯す
交通政策～」
　土井講演では、総交通量減少時代における望ましい交通のあり方につき、まちづくりにおいては
「コンパクト」だけでなく「ネットワーク」が重要であること、そして、公共交通と都市形成のパ
ッケージがまちをつくることが指摘された。すなわち、総交通量が減少する今こそ地域にとって望
ましい交通政策を実現するラストチャンスであるとの認識のもと、地域の人々のモビリティをいか
に確保していくのかが議論されるべきであり、従来の人口増加を背景にした交通混雑解消のための
事業や計画に替えて、いかにスマートで魅力あるまちを形成するのかに関する方法論が構築されな
ければならないとする。そのうえで、地域公共交通を議論する際には、①目的が地域の人々の移動
支援であること、②幹線とフィーダーの役割を明確にして、地域公共交通の利便性を高めること、
③地域公共交通をインフラと位置付け赤字の意味を再検討することが重要であると主張された。
　なお、岡山行政法実務研究会が地域公共交通の問題を取り上げるのは今回で４回目となることか
ら、研究会の冒頭、研究会事務局から、地域公共交通にかかる法制度の変遷や、これまでの講演の
回顧が、「テーマ設定についての趣旨説明」というタイトルの下で行われた。
第17回　議員立法～空家対策特別措置法を中心に～
日　時：平成28年12月17日（土）14：00～16：30
場　所：岡山大学文法経講義棟11番教室
報告者：山下貴司氏（衆議院議員・弁護士）
「臨床法務研究」第18号
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「議員立法のつくり方～空家対策特措法とストーカー規制法を題材に～」
　山下講演では、衆議院議員の立場から、自らが成立に深く関わった議員立法であるストーカー規
制法と空家対策特別措置法を例に、議員立法の制定過程が具体的に明らかにされた。また、空家対
策特別措置法にかかる自治体ごとの施行状況や、同法に基づく計画の策定などの自治体の取り組み
に関する状況、空家対策推進にかかる予算概算要求・税制要望の概要などの紹介、および空家対策
特別措置法について、立法者の立場から、条例と法律の抵触にかかる具体的な条文についての解釈
なども示された。
　なお、山下講演の後、研究会事務局から、空家対策特別措置法の施行後における全国の空き家対
策条例の制定・改廃にかかる状況が報告された。
